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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

回次 第３０期 第３１期 第３２期 第３３期 第３４期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（千円） 2,150,015 2,203,674 2,073,027 2,003,882 2,009,972

経常利益（千円） 313,334 234,650 275,901 237,803 235,138

当期純利益（千円） 173,809 103,568 145,327 135,461 149,248

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 385,500 385,500 385,500 385,500 385,500

発行済株式総数（株） 2,940,000 2,940,000 2,940,000 2,940,000 2,940,000

純資産額（千円） 2,351,971 2,403,687 2,494,318 2,580,091 2,677,286

総資産額（千円） 3,081,794 3,445,592 3,327,902 3,239,949 3,385,311

１株当たり純資産額（円） 799.99 814.05 844.60 873.99 905.39

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額)
（円） 

13.00 
（－）

15.00
（－）

13.00
（－）

14.00 
（－）

14.00
（－）

１株当たり当期純利益（円） 59.12 31.62 45.56 42.37 45.40

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 76.3 69.8 75.0 79.6 79.1

自己資本利益率（％） 7.6 4.4 5.9 5.3 5.7

株価収益率（倍） 6.4 12.6 10.5 13.7 14.7

配当性向（％） 21.99 47.43 28.54 33.04 30.84

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

367,010 324,158 286,396 95,127 96,209

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

2,116 △1,166,755 6,976 △60,065 △48,627

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△38,220 111,685 △94,096 △88,288 △91,154

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

1,143,818 413,112 612,465 559,285 515,714

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

145 130
136
（22）

131 
（21）

125
（21）



 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第31期の１株当たり配当額15円には、創立30周年記念配当２円が含まれております。 

４．第31期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は発行

済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

５．第31期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の運用指針」（企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。 

６．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

７．第32期より平均臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

  

  



２【沿革】 

  

年月 事項

昭和47年12月 東京都港区西新橋３丁目23番５号に環境の総合コンサルタント及びシンクタンクを目的として

株式会社プレック研究所を設立 

昭和49年３月 建設省の建設コンサルタント登録規定により建設コンサルタント登録 

昭和49年10月 東京都港区芝西久保明舟町20番地に本社を移転 

昭和50年９月 東京都港区元麻布２丁目１番20号に本社を移転 

昭和53年５月 建築士法により一級建築士事務所登録 

昭和53年５月 大阪市西区に大阪事務所を設置 

昭和56年12月 測量業法により測量業者登録 

昭和56年12月 計量法により計量証明事業者登録 

昭和58年２月 東京都千代田区一番町４番地５－201号に本社を移転 

昭和60年10月 横浜市中区に横浜事務所を設置 

平成４年８月 東京都渋谷区元代々木町30番13号に本社を移転 

平成５年２月 仙台市青葉区に東北事務所を設置 

平成５年２月 福岡市中央区に九州事務所を設置 

平成８年７月 名古屋市中区に中部事務所を設置 

平成９年４月 名古屋市中区に生態研究センターを設置 

平成10年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年10月 那覇市泉崎に沖縄事務所を設置 

平成11年４月 埼玉県大宮市に北関東事務所を設置 

平成12年３月 栃木県河内郡河内町に栃木営業所を設置 

平成12年９月 長野県長野市に長野営業所を設置 

平成12年12月 北海道札幌市に北海道事務所を設置 

平成13年４月 岩手県盛岡市に盛岡営業所を設置 

平成13年10月 新潟県新潟市に北陸事務所を設置 

平成15年２月 東京都千代田区麹町三丁目７番地６に本社を移転 

平成15年２月 岡山県岡山市に中国事務所を設置（平成16年４月に広島県広島市に移転） 

平成15年11月 富山県富山市に富山営業所を設置 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社は、環境のシンクタンク・コンサルタントを専業としており、グループを構成する関係会社はありません。その事業の内

容は大きく３つのグループに区分できます。第一は動植物を主とする環境調査や環境アセスメントであり、第二は動物園、公

園、緑化、町づくりなどの環境の計画・設計で、第三は環境、景観、文化財保護、防災等の政策立案などの行政計画です。いず

れも高度な科学技術及び芸術性を必要とするものでありますが、当社はこの分野の草分けとして三十数年にわたる数々の実績と

成果を有し、多くの技術士、博士などの有資格者を擁して業務に携わっております。 

〔事業系統図〕 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、嘱託７名、社外への出向者５名及び非常勤顧問11名は含まれておりません。 

      なお、平均臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

    ２．契約社員19名については、平均年間給与の算定から除いております。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

125（21） 37.1 10.7 5,358,011 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当事業年度における我が国の経済は、個人消費や民間設備投資がゆるやかに増加していることから明るい見通しが予測され

ておりますが、税、年金、行政システム等の制度改革の遅れに加え、原油高等による景気減速懸念や国際紛争、自然災害、疾

病などのリスクの影響によっては慎重な対応が求められる状況も継続しています。 

 当社を取り巻く経済環境につきましては、民間企業の国内における大規模な面的開発投資が手控えられ、公共事業の投資も

年々大きく後退し、一層厳しい状況となっています。 

 このような状況において、当社は顧客とのパートナーシップを高め、問題解決型の企業として企画営業に力点をおき、受注

の確保に努めてまいりました。 

 さらに、品質の向上や職員の能力の一層の向上のための努力、社内諸経費の節減など様々な努力を行い、その結果、経常利

益は若干の減少となったものの、完成業務高、当期純利益につきましてはいずれも若干の増加となりました。しかし、受注高

は減少いたしましたので次期には一層の努力を行う必要があります。 

  以上、当事業年度の業績は受注高１７億４千７百万円（前期比１２．０％減）、完成業務高２０億９百万円（前期比０．

３％増）、経常利益２億３千５百万円（前期比１．１％減）、当期純利益は１億４千９百万円（前期比１０．２％増）となり

ました。 

  当事業年度の部門別の状況は次のとおりであります。 

    ＜環境調査・環境アセスメント部門＞ 

    電力を主とする設備投資や住宅等の開発投資など民間の大規模面的開発はほとんどなくなり、公共の大規模開発も大幅に減

少したので、環境アセスメントとしての業務は減少傾向となっています。しかし、小規模開発に際しても環境調査が必要とさ

れるようになりましたので、それらの環境調査をプロポーザル方式等により受注してまいりましたが、入札では苦戦を強いら

れ、結果として、完成業務高が８億６千８百万円（前期比７.０％減）と減少いたしました。 

   ＜環境計画・環境設計部門＞ 

    税収不足から地方公共団体の業務は激減しており、当社の得意分野である動植物園、文化財の保護及び活用、都市公園、自

然公園などで努力いたしましたものの、この部門の完成業務高は５億２千５百万円（前期比２９．０％減）にとどまりまし

た。 

    ＜政策立案・行政計画部門＞ 

    環境基本計画や生物多様性、自然再生関連業務、都市再生関連業務、地球温暖化関連業務、バイオマス・リサイクル関連業

務、防災関連業務や住民参加の手法を用いた業務、世界遺産登録業務など当社が高く評価を受けている部門でありますので、

完成業務高は６億１千５百万円（前期比８７.０％増）と大幅な増加になりました。 

  



(2)キャッシュ・フロー 

  当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益が258百万円計上されたものの、完

成業務未収入金の増加額及び定期預金の預入れによる支出等の要因により、前事業年度末に比べ43百万円減少し、当事業年度

末には515百万円となりました。 

  また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は96百万円（前期は95百万円の収入）となりました。 

  これは主に、法人税等の支払額58百万円及び完成業務未収入金の増加額120百万円を上回る税引前当期純利益の計上258百万

円によるものであります。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は48百万円（前期は60百万円の使用）となりました。 

  これは主に、有形固定資産の売却による収入44百万円を上回る定期預金の預入れによる支出100百万円によるものでありま

す。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は91百万円（前期は88百万円の使用）となりました。 

  これは長期借入金の返済による支出50百万円及び配当金の支払額41百万円によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業内容別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を事業内容別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業内容別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

事業内容別 
当事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

環境調査・環境アセスメント 
（千円） 

868,449 93.0 

環境計画・環境設計（千円） 525,546 71.0 

政策立案・行政計画（千円） 615,977 187.0 

合計（千円） 2,009,972 100.3 

事業内容別 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

環境調査・環境アセスメント 900,480 99.1 447,155 107.7 

環境計画・環境設計 341,148 58.6 242,773 56.8 

政策立案・行政計画 505,871 102.0 306,012 73.5 

合計 1,747,499 88.0 995,940 79.1 

事業内容別 
当事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

環境調査・環境アセスメント（千円） 868,449 93.0 

環境計画・環境設計（千円） 525,546 71.0 

政策立案・行政計画（千円） 615,977 187.0 

合計（千円） 2,009,972 100.3 

相手先 

前事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

国土交通省 377,350 18.8 458,759 22.8 



３【対処すべき課題】 

 中長期的にみて今後の我が国の経済は、行政改革や社会構造の改革によって、新たな飛躍を遂げることが期待されます。し

かし、短期的には財政改革に伴う厳しい経済環境が当社にとって継続することも予想されます。 

 従って、まず今後予想される様々なリスクを回避できる体制を整え、企業の体力を養いつつも、中期的な発展に対する優れ

た人材の育成と組織の強化、新たな展開のための研究などに取り組んでまいります。 

 特に当社は、地球温暖化、生物多様性、都市再生、防災安全、文化財保護等の国家戦略に対応する少数精鋭のシンクタン

ク・コンサルタントとして将来に向かって機構を整え、強化することによって、業務の向上に努めてまいる所存です。 

  



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、次のようなものがあります。 

なお、以下の事項には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末現在において判断したものであり

ます。 

  

（1）官公庁及び公益法人への依存について 

 当社は、環境の総合コンサルタント及びシンクタンクとして環境調査・環境アセスメント、環境計画・環境設計、政策立

案・行政計画といった事業を営んでおります。 

 最近３事業年度の全売上高に占める官公庁及び公益法人への依存度は以下のとおりであり、当社の業績は環境関連公共投資

の動向に影響される傾向があります。 

  

  

（2）業績の季節的変動について 

 当社は売上高に占める官公庁及び公益法人への依存度が高いため、契約工期が下半期に集中することにより、上半期の売上

高及び利益の水準が下半期に比べ著しく低くなる傾向があります。 

 最近２事業年度の上半期と下半期の業績は、以下のとおりであります。 

  

  

  

相手先 

前々事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

官公庁 1,640,540 79.1 1,486,207 74.2 1,418,202 70.6 

公益法人 242,215 11.7 316,733 15.8 434,717 21.6 

民間 190,271 9.2 200,941 10.0 157,052 7.8 

合計 2,073,027 100.0 2,003,882 100.0 2,009,972 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

上半期 下半期 合計 上半期 下半期 合計 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

(百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％）

売上高 660 33.0 1,343 67.0 2,003 100.0 674 33.5 1,335 66.5 2,009 100.0

営業利益 △35 △16.8 248 116.8 212 100.0 △24 △11.6 234 111.6 210 100.0

経常利益 △24 △10.4 262 110.4 237 100.0 △11 △5.0 246 105.0 235 100.0



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

当社は世界の持続的発展に資するため、環境関連の研究を広い範囲で行っております。 

そのため、生態研究センター、持続可能環境・社会研究センター、都市再生緑化研究センター、防災・砂防研究センター、文

化財保護研究センターを設置しており、今後、新たに社会資本整備研究センターを設置する予定です。 

当社は本来、多くの職員が研究開発スタッフであるとの考えから、各研究センターに兼任させることとしています。 

即ち、今までの組織が「たて型」とすれば「よこ型」に研究組織を設置したもので、マトリックス状のフレキシビリティのあ

る組織としたものであります。今のところ専任のスタッフは、各研究センターに１～２名配置されています。 

生態研究センターでは「内水面における固有の魚種の保存に関する研究」等を、持続可能環境・社会研究センターでは「家庭

におけるＣＯ
２
の排出削減についての研究」等を、都市再生緑化研究センターでは「屋上緑化等特殊緑化の研究」等を、防災・砂

防研究センターでは「緑化による水源涵養効果についての研究」等を、文化財保護研究センターでは、「文化的景観の保存及び

文化の道についての研究」等を行っております。 

  

なお、当事業年度における研究開発費は9,983千円となっております。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

① 流動資産 

 当事業年度末における流動資産の残高は、1,653百万円（前事業年度末は1,532百万円）となり、121百万円増加しました。

これは、現金及び預金は減少（559百万円から515百万円へ43百万円減）したものの、完成業務未収入金の増加（581百万円か

ら701百万円へ120百万円増）及び未成業務支出金の増加（361百万円から407百万円へ45百万円増）が起こったことが主な要

因です。なお現金及び預金の減少は、長期預金へ100百万円預入れたことによるものであります。 

② 固定資産 

 当事業年度末における固定資産の残高は、1,731百万円（前事業年度末は1,707百万円）となり、23百万円増加しました。

これは、有形固定資産の減少（1,416百万円から1,376百万円へ40百万円減）、長期預金100百万円の取得、繰延税金資産の減

少（65百万円から54百万円へ10百万円減）等の複合要因によるものであります。 

③ 流動負債 

 当事業年度末における流動負債の残高は、605百万円（前事業年度末は520百万円）となり、85百万円増加しました。これ

は、1年内返済予定長期借入金を50百万円返済したものの、未払法人税等（60百万円から104百万円へ44百万円増）及び未成

業務受入金（193百万円から252百万円へ59百万円増）が増加したことによるものであります。 

④ 固定負債 

 当事業年度末における固定負債の残高は、102百万円（前事業年度末は139百万円）となり、36百万円減少しました。これ

は、主に退職給付引当金の減少（133百万円から98百万円へ35百万円減）によるものであります。 

⑤ 資本 

 当事業年度末における資本の残高は、2,677百万円（前事業年度末は2,580百万円）となり、97百万円増加しました。これ

は、主に当期純利益149百万円の計上によるものであります。 

  

(2)経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は2,009百万円（前年同期比0.3％増）、販売管理費は534百万円（前年同期比0.2％増）、営業利

益は210百万円（前年同期比1.2％減）、経常利益は235百万円（前年同期比1.1％減）、当期純利益は149百万円（前年同期比

10.2％増）となりました。当事業年度において売上高は増加したものの、売上原価の増加により、営業利益、経常利益とも減

少いたしましたが、固定資産売却益26百万円を特別利益に計上したため当期純利益は増加いたしました。 

  

(3)当社は、契約工期が下半期に集中することにより、上半期の売上高が、下半期に比べ著しく低くなる傾向があります。ちなみ

に、契約工期としては３月が多く、３月の売上高は904,009千円（環境調査・環境アセスメント548,335千円、環境計画・環境

設計149,319千円、政策立案・行政計画206,355千円）であります。 

  

  

  

  上半期 下半期 

環境調査・環境アセスメント（千円） 193,730 674,718 

環境計画・環境設計（千円） 212,414 313,132 

政策立案・行政計画（千円） 268,065 347,911 

合計 674,210 1,335,762 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度において重要な設備投資はありません。 

また、当事業年度中に重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、本社ほか国内に16ヶ所の事業所を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数には、嘱託７名、社外への出向者５名及び非常勤顧問11名は含まれておりません。 

３．従業員数につきましては、平均臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

        平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業内容別の名
称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 建物

（千円）
機械装置
（千円) 

車輌運搬具
（千円) 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

器具及
び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
（東京都千代田
区） 

環境調査・環境
アセスメント、
政策立案・行政
計画、環境計
画・環境設計 

管理、営業、
調査、設計施
設 

541,774 5,873 670
659,735
(306.21)

11,308 1,219,362 
79
（11)

北海道事務所 
（札幌市北区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

－ － －

東北事務所 
（仙台市青葉区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

330 330 
6
（2)

北陸事務所 
（新潟県新潟市） 

同上 同上 － － －
－
(－)

114 114 1

北関東事務所 
（埼玉県さいたま
市緑区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

－ － 1

横浜事務所 
（横浜市中区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

－ － 2

中部事務所 
（名古屋市中区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

359 359 
8
（3)

大阪事務所 
（大阪市西区） 

同上 同上 32,163 － 739
58,241
(75.6)

678 91,823 
11
（4)

九州事務所 
（福岡市中央区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

215 215 9

中国事務所 
（広島県広島市中
区） 

同上 同上 － － －
－
(－)

－ － －

沖縄事務所 
（沖縄県那覇市） 

同上 同上 － － －
－
(－)

495 495 
6
(1)

その他５営業所 同上 営業施設 － － －
－
(－)

－ － 2

事務所計 － － 573,937 5,873 1,410
717,977
(381.81)

13,501 1,312,700 
125
（21)

東京都港区等 － 賃貸不動産 12,792 － －
50,879
(0.00)

－ 63,671 －

その他 － 厚生施設等 － － －
375

(2,333.00)
－ 375 －

その他計 － － 12,792 － －
51,254

(2,333.00)
－ 64,047 －

合計 － － 586,730 5,873 1,410
769,231
(2,714.81)

13,501 1,376,747 
125
（21)



３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

発行価格   704円 

資本組入額  255円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式390株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年６月27日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,940,000 2,940,000
ジャスダック証券取引
所 

権利内容に
何ら限定の
ない当社に
おける標準
となる株式 

計 2,940,000 2,940,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成10年７月31日
（注） 

300,000 2,940,000 76,500 385,500 134,700 385,796

     平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状 
況（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 4 3 10 6 － 475 498 －

所有株式数
（単元） 

－ 156 3 20 78 － 2,677 2,934 6,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 5.32 0.10 0.68 2.66 － 91.24 100 －



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

杉尾 伸太郎 東京都港区西麻布３丁目３番15号 570 19.41 

杉尾 邦江 東京都港区西麻布３丁目３番15号 401 13.65 

プレック研究所従業員持株会 東京都千代田区麹町３丁目７番地６ 348 11.85 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 100 3.40 

前多 昭男 東京都新宿区住吉町10番６号 72 2.47 

杉尾 大地 
東京都港区三田５丁目７番12号ビラカーサ三田407
号 

56 1.91 

佐々木 義章 東京都杉並区下高井戸４丁目22番10号 53 1.83 

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイランドト
リトンスクエアＺ棟 

50 1.70 

オカサンアジアクライアント 
（常任代理人 岡三証券株式会
社） 

ＯＫＡＳＡＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ －Ａ
ＳＩＡ－ ＬＴＤ．Ａ/Ｃ ＣＬＩＥＮＴ ＵＮＩ
Ｔ ＮＯＳ．４６０１－３ ４６Ｆ，ＴＨＥ ＣＥ
ＮＴＥＲ ９９ ＱＵＥＥＮ’Ｓ ＲＯＡＤ ＣＥ
ＮＴＲＡＬ ＨＯＮＧＫＯＮＧ 

（東京都中央区日本橋１丁目１７番６号） 

50 1.70 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山２丁目209 50 1.70 

計 － 1,752 59.62 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式2,934,000 2,934
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

単元未満株式 普通株式  6,000 － 同上 

発行済株式総数 2,940,000 － － 

総株主の議決権 － 2,934 － 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、取締役会の決議により、会社法第165条

第２項に定める自己株式の取得を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

  

３【配当政策】 

 当社は、利益配当金による株主への利益還元を最重要施策と位置付け、当初計画どおり当期は普通配当として14円の配当を決

議いたしました。 

 内部留保資金につきましては、財務体質の向上を図るために必要な内部留保を確保しつつ、今後の市場競争力の強化のため、

技術開発や情報化へ有効投資してまいりたいと考えております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公

表のものであります。なお、第33期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

  平成18年6月27日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議 － － －

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 550 540 480
651
※550 

795 

最低（円） 350 330 368
462
※456 

560 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 652 692 686 795 764 701 

最低（円） 617 612 649 679 618 645 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役社

長 
－ 杉尾 伸太郎 昭和12年４月１日生 

昭和35年３月 京都大学農学部卒業 

昭和35年４月 厚生省入省 

昭和46年７月 環境庁自然保護局計画課主

査 

昭和47年12月 当社設立、代表取締役社長

（現任） 

570 

代表取締役副

社長 
－ 杉尾 邦江 昭和11年５月15日生 

昭和35年３月 東京農業大学農学部卒業 

昭和35年４月 厚生省入省 

昭和40年５月 同省特殊法人こどもの国協

会施設係長 

昭和47年12月 当社設立、取締役 

昭和52年９月 当社常務取締役 

平成元年５月 当社専務取締役 

平成10年２月 当社代表取締役専務 

平成13年６月 当社代表取締役副社長 

（現任） 

401 

常務取締役 
企画・営業担

当 
佐々木 義章 昭和25年７月15日生 

昭和49年３月 千葉大学園芸学部卒業 

昭和49年４月 当社入社 

昭和62年４月 当社企画部長 

平成５年５月 当社取締役企画部長 

平成12年４月 当社取締役企画系担当 

平成12年11月 当社常務取締役企画・営業

担当 

平成16年３月 当社常務取締役企画・営

業・海外担当 

平成16年11月 当社常務取締役企画・営業

担当（現任） 

53 

常務取締役 

総務・広報・

品質管理・政

策担当 

前澤 洋一 昭和28年２月９日生 

昭和51年３月 九州芸術工科大学芸術工学

部卒業 

昭和51年４月 当社入社 

平成元年４月 当社地域計画部長 

平成６年５月 当社取締役地域計画部長 

平成６年６月 当社取締役行政計画部長 

平成12年４月 当社取締役行政計画系担当 

平成13年４月 当社取締役行政計画・新規

事業担当 

平成14年６月 当社常務取締役行政計画・

新規事業担当 

平成16年３月 当社常務取締役総務・広

報・品質管理・新規事業担

当 

平成17年７月 当社常務取締役総務・広

報・品質管理・政策担当

（現任） 

38 



（注） 代表取締役副社長 杉尾邦江は、代表取締役社長 杉尾 伸太郎の配偶者であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常務取締役 
経理・財務担

当 
前多 昭男 昭和28年10月５日生 

昭和52年３月 明治大学商学部卒業 

昭和52年４月 当社入社 

昭和62年４月 当社管理部長 

平成３年４月 当社経理部長 

平成５年５月 当社取締役経理・財務担当 

平成15年１月 当社常務取締役経理・財務

担当（現任） 

72 

取締役 
環境・情報担

当 
花房 啓 昭和31年11月10日生 

昭和56年３月 京都大学農学部卒業 

昭和56年４月 当社入社 

平成４年５月 当社環境部長 

平成12年４月 当社執行役員・環境計画部

長 

平成14年６月 当社取締役環境計画担当 

平成15年４月 当社取締役環境計画・シス

テム情報担当 

平成16年３月 当社取締役環境・情報担当

（現任） 

17 

取締役 計画担当 大橋 敏行 昭和23年10月8日生 

昭和46年３月 大阪府立大学農学部卒業 

昭和46年４月 厚生省入省 

平成11年７月 環境省自然環境局新宿御苑 

       管理事務所長 

平成16年７月 当社入社、執行役員 

平成17年６月 当社取締役 

平成17年７月 当社取締役計画担当（現

任） 

3 

監査役 － 宇津呂 英雄 昭和14年10月17日生 

昭和38年３月 京都大学法学部卒業 

昭和41年３月 司法研修所卒業 

昭和41年４月 東京地方検察庁検事 

平成元年３月 東京高等検察庁検事 

平成３年１月 宇津呂法律事務所設立（現

在に至る） 

平成８年３月 当社監査役 

平成14年６月 当社監査役退任 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

10 

監査役 － 野々村 邦夫 昭和17年10月１日生 

昭和40年３月 東京大学理学部卒業 

昭和42年３月 東京大学大学院理学系研究

科終了 

昭和42年４月 建設省入省 

平成８年７月 同省国土地理院院長 

平成12年４月 広島工業大学教授（現任） 

平成13年10月 当社顧問 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

7 

      計 1,173



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、企業運営の公正かつ透明性の確保を最重要課題と認識し、企業価値の向上につながる諸施策に取り組んでおります。 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 ①取締役会等 

 当社の取締役会は、社内取締役７名（当事業年度末現在）で構成し、監査役が同席して毎月１回開催しております。ま

た、業務上の重要事項を審議する場として、取締役及び執行役員で構成する経営会議を毎週１回開催しております。 

 経営会議では実務的な協議が行われており、適正かつ迅速な経営の意思決定に活かされております。 

 ②監査役制度 

 当社は、監査役制度採用会社であります。経営の透明性・健全性の確保に向け、経営監視機能の充実への取り組みを続け

ております。現在、監査役２名体制としております。 

 ③内部管理体制の整備・運用状況 

 当社は代表取締役社長の直属の組織として内部監査室を設置し、内部監査を適宜実施することにより、業務執行の妥当

性、効率性を幅広く検証し、経営者に対して提言を行っております。また、成果品の品質並びに環境保全活動の監査につい

ては、「ＩＳＯ９００１」及び「ＩＳＯ１４００１」の社外機関による定期審査と合わせてこれも内部監査室が担当し、実

施しております。 

  

 会社の機関及び内部統制の模式図は以下のとおりであります。 

  

 

  

（2）コンプライアンス体制 

 当社は、従来より企業行動基準において法令遵守の精神を掲げ、社員の法令遵守意識の向上や違法行為・不正行為等の発生

抑制・未然防止とその徹底に努めております。 

  

（3）会社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 当社と社外監査役との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。なお、当社の取締役は

全て社内取締役であります。 

  

（4）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

取締役に対する報酬 98,131千円 

監査役に対する報酬  6,000千円 

  



（5）業務を執行した公認会計士の概要 

   （業務を執行した公認会計士の氏名） 

    指定社員 業務執行社員 田村浩三 中央青山監査法人（継続監査年数10年） 

    指定社員 業務執行社員 杉岡喜幸 中央青山監査法人 

   （監査報酬の内容） 

    公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  8百万円 

    上記以外の業務に基づく報酬              該当無し 

   （監査業務に係る補助者の構成） 

    公認会計士      4名 

    その他        2名 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸

表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   559,285 515,714 

２．受取手形   2,310 6,090 

３．完成業務未収入金   581,008 701,164 

４．未成業務支出金   361,422 407,016 

５．未収入金   11,431 1,330 

６．繰延税金資産   20,364 26,326 

７．その他   1,157 1,124 

貸倒引当金   △4,750 △4,960 

流動資産合計   1,532,230 47.3 1,653,806 48.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※１ 747,058 719,099  

減価償却累計額  126,290 620,768 132,368 586,730 

２．機械装置  9,523 9,523  

減価償却累計額  2,678 6,845 3,650 5,873 

３．車輌運搬具  6,207 3,316  

減価償却累計額  3,726 2,481 1,905 1,410 

４．器具及び備品  79,388 67,373  

減価償却累計額  66,807 12,580 53,871 13,501 

５．土地 ※１  774,275 769,231 

有形固定資産合計   1,416,951 43.8 1,376,747 40.7

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア   7,101 7,167 

２．電話加入権   3,910 3,910 

無形固定資産合計   11,012 0.3 11,078 0.3



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．長期預金   100,000 200,000 

２．差入保証金   24,329 15,790 

３．保険積立金   8,067 8,228 

４．長期未収入金   101,313 93,313 

５．繰延税金資産   65,358 54,999 

貸倒引当金   △19,314 △28,654 

投資その他の資産合計   279,755 8.6 343,678 10.1

固定資産合計   1,707,718 52.7 1,731,504 51.1

資産合計   3,239,949 100.0 3,385,311 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．業務未払金   125,006 145,715 

２．１年内返済予定長期借
入金 

※１  50,000 － 

３．未払金   51,897 51,170 

４．未払費用   2,717 3,714 

５．未払法人税等   60,162 104,942 

６．未払消費税等   4,209 6,380 

７．未成業務受入金   193,179 252,248 

８．預り金   8,265 8,771 

９．前受収益   966 766 

10．賞与引当金   23,751 31,563 

流動負債合計   520,155 16.1 605,272 17.9



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   133,812 98,602 

２．預り保証金   5,890 4,150 

固定負債合計   139,702 4.3 102,752 3.0

負債合計   659,857 20.4 708,024 20.9

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  385,500 11.9 385,500 11.4

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  385,796 385,796  

資本剰余金合計   385,796 11.9 385,796 11.4

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  43,883 43,883  

２．任意積立金    

(1）配当平均積立金  23,000 23,000  

(2）別途積立金  1,547,500 1,637,500  

３．当期未処分利益  194,579 201,774  

利益剰余金合計   1,808,962 55.8 1,906,157 56.3

Ⅳ 自己株式 ※３  △167 △0.0 △167 △0.0

資本合計   2,580,091 79.6 2,677,286 79.1

負債・資本合計   3,239,949 100.0 3,385,311 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

完成業務高   2,003,882 100.0 2,009,972 100.0

Ⅱ 売上原価    

完成業務原価   1,257,833 62.8 1,265,576 63.0

売上総利益   746,048 37.2 744,396 37.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．役員報酬  93,178 104,131  

２．給与手当  219,481 187,808  

３．賞与引当金繰入額  6,579 9,058  

４．退職給付費用  12,442 5,845  

５．法定福利費  21,220 22,760  

６．福利厚生費  4,422 4,466  

７．旅費交通費  50,807 55,071  

８．通信費  15,199 13,885  

９．広告宣伝費  6,612 6,672  

10．地代家賃  9,089 7,918  

11．減価償却費  11,075 10,056  

12．貸倒引当金繰入額  － 9,550  

13．支払手数料  32,745 34,964  

14．研究開発費  － 9,983  

15．その他  50,245 533,099 26.6 51,887 534,061 26.6

営業利益   212,949 10.6 210,334 10.4

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  998 1,821  

２．賃貸収入  22,871 22,225  

３．その他  2,608 26,479 1.3 1,796 25,843 1.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,625 625  

２．その他  － 1,625 0.1 413 1,039 0.0

経常利益   237,803 11.8 235,138 11.7

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入益  960 －  

２．固定資産売却益 ※２ － 960 0.0 26,196 26,196 1.3



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．会員権売却損  1,698 －  

２．固定資産除却損 ※３ 3,096 4,795 0.2 2,826 2,826 0.1

税引前当期純利益   233,968 11.6 258,508 12.9

法人税、住民税及び事
業税 

 63,341 104,862  

法人税等調整額  35,164 98,506 4.8 4,397 109,259 5.5

当期純利益   135,461 6.8 149,248 7.4

前期繰越利益   59,118 52,525 

当期未処分利益   194,579 201,774 

     



完成業務原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費 ※２  610,563 48.7 599,266 45.7

Ⅱ 外注費   338,900 27.1 378,556 28.9

Ⅲ 経費    

１．旅費交通費  91,735 98,840  

２．報告書作成費  68,361 77,343  

３．地代家賃  25,604 19,293  

４．減価償却費  20,890 18,456  

５．その他  96,688 303,280 24.2 119,413 333,347 25.4

当期総業務費用   1,252,744 100.0 1,311,170 100.0

期首未成業務支出金   366,511 361,422 

合計   1,619,256 1,672,593 

期末未成業務支出金   361,422 407,016 

当期完成業務原価   1,257,833 1,265,576 

     

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。 

 １．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。 

※２．労務費に含まれる賞与引当金繰入額は17,171千

円、退職給付費用は31,999千円であります。 

※２．労務費に含まれる賞与引当金繰入額は22,504千

円、退職給付費用は14,762千円であります。 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  233,968 258,508 

減価償却費  31,966 28,512 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 △2,846 7,812 

退職給付引当金の減少
額 

 △6,364 △35,209 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

 △960 9,550 

受取利息  △998 △1,821 

支払利息  1,625 625 

固定資産売却益  － △26,196 

会員権売却損  1,698 － 

受取手形の減少額（△
増加額） 

 3,234 △3,780 

完成業務未収入金の減
少額（△増加額） 

 24,226 △120,156 

未成業務支出金の減少
額（△増加額） 

 5,088 △45,593 

未収入金の減少額（△
増加額） 

 △9,448 10,100 

業務未払金の増加額  38,813 20,709 

未払金の減少額  △747 △726 

未成業務受入金の増加
額（△減少額） 

 △69,892 59,069 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △37,848 2,171 

役員賞与の支払額  △11,400 △10,900 

  
その他 

 5,930 530 

小計  206,046 153,205 

利息の受取額  998 1,821 

利息の支払額  △1,625 △625 

法人税等の支払額  △110,292 △58,191 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 95,127 96,209 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 44,676 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △4,267 △7,245 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △3,120 △2,435 

定期預金の預入れによ
る支出 

 △100,000 △100,000 

会員権の売却による収
入 

 31,334 － 

  
長期未収入金の回収に
よる収入 

 12,430 8,000 

その他  3,558 8,378 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △60,065 △48,627 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △50,000 △50,000 

自己株式の取得による
支出 

 △72 － 

配当金の支払額  △38,216 △41,154 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △88,288 △91,154 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 47 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △53,179 △43,571 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首
残高 

 612,465 559,285 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

※ 559,285 515,714 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年６月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  194,579 201,774 

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  41,154 41,154

２．役員賞与金  10,900 15,800

（うち監査役賞与金）  （－） （－）

３．任意積立金  

別途積立金  90,000 142,054 － 56,954 

Ⅲ 次期繰越利益  52,525 144,819 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成業務支出金 未成業務支出金 

 個別法による原価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）につ

いては、定額法によっております。 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用しており

ます。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理を採用

しております。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 同左 

  ヘッジ対象・・・借入金の利息   

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回避する

目的で、金利スワップ取引を行ってお

ります。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省略

しております。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （損益計算書） 

 従来、販売費及び一般管理費の給与手当に含めて表示

していた研究開発部門の諸経費について、より一層、実

態を明瞭に表示するため、当事業年度より販売費及び一

般管理費の「研究開発費」として区分掲記する方法に変

更しました。 

 なお、前事業年度において販売費及び一般管理費の給

与手当に含まれていた研究開発費は25,638千円でありま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が5,258千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が5,258

千円減少しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  

建物 45,904千円

土地 109,120 

計 155,025 

建物 44,956千円

土地 109,120 

計 154,077 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

１年内返済予定長期借入
金 

50,000千円
  

────  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数 普通株式 10,000,000株

発行済株式総数 普通株式 2,940,000株

同左 

※３．自己株式 ※３．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式390株

であります。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

25,638千円 9,983千円 

※２． 

  

──── 

※２．固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 18,407千円

車輌運搬具 567 

器具及び備品 143 

土地 7,078 

計 26,196 

※３．固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 
  

    

車輌運搬具 115千円

器具及び備品 2,980 

計 3,096 

建物 1,852千円

車輌運搬具 21 

器具及び備品 952 

計 2,826 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 
  
（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 559,285千円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 559,285千円

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 515,714千円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 515,714千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 3,066 2,606 459

該当事項はありません。

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 459千円

１年超 － 

合計 459   

該当事項はありません。

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 613千円

減価償却費相当額 613千円

支払リース料 459千円

減価償却費相当額 459千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利

用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金の利息 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門

が決裁担当者の承認を得て行っております。 

  

２．取引の時価等に関する事項 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

  



当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利

用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金の利息 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門

が決裁担当者の承認を得て行っております。 

  

２．取引の時価等に関する事項 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

 なお、適格退職年金につきましては、昭和55年８月１日より従業員退職金の70％について加入しておりましたが、平成

９年２月１日から加入割合を90％に変更しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注）当社は建設コンサルタンツ厚生年金基金に加入しており、掛金の拠出割合により計算した当事業年度の年金資

産は587,408千円（前事業年度454,748千円）であります。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注）上記勤務費用には厚生年金基金に係わる拠出金28,780千円（前事業年度23,380千円）が含まれております。 

  

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

    (1）簡便法による退職給付債務（千円) 344,670 363,742 

    (2）年金資産（千円） 210,858 265,140 

    (3)退職給付引当金(1)-(2)(千円) 133,812 98,602 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  簡便法による退職給付費用（千円） 44,442 20,607 

   勤務費用（千円） 44,442 20,607 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

  
繰延税金資産 （千円）

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,508 

退職給付引当金超過額 54,448 

賞与引当金損金算入限度超過額 9,664 

未払事業税 5,260 

未払事業所税 530 

一括償却資産損金算入限度超過額 2,477 

減価償却費損金算入限度超過額 355 

未払金 2,113 

その他 1,364 

繰延税金資産計 85,723 

繰延税金負債計 － 

繰延税金資産の純額 85,723 

繰延税金資産 （千円）

貸倒引当金損金算入限度超過額 13,351 

退職給付引当金超過額 40,121 

賞与引当金損金算入限度超過額 12,842 

未払事業税 8,340 

未払事業所税 530 

一括償却資産損金算入限度超過額 2,904 

減価償却費損金算入限度超過額 339 

未払金 1,383 

その他 1,511 

繰延税金資産計 81,325 

繰延税金負債計 － 

繰延税金資産の純額 81,325 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

注記を省略しております。 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 当社は、役員退職慰労金制度を平成18年６月27日開催の第34期定時株主総会の終結の時をもって廃止することを、平成18年

５月26日開催の取締役会で決議いたしました。 

 これに伴い、同定時株主総会終結時までの在任期間に対応した役員退職慰労金については打ち切り支給を行うことを、同定

時株主総会で決議いたしました。 

 なお、支給の時期は退任時とし、その具体的金額、方法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の協

議に一任することとなりました。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 873円99銭 

１株当たり当期純利益 42円37銭 

１株当たり純資産額 905円39銭 

１株当たり当期純利益 45円40銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 135,461 149,248 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,900 15,800 

（うち利益処分による役員賞与金） (10,900) (15,800) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 124,561 133,448 

期中平均株式数（株） 2,939,731 2,939,610 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 （注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 747,058 1,198 29,157 719,099 132,368 20,345 586,730

機械装置 9,523 － － 9,523 3,650 972 5,873

車輌運搬具 6,207 － 2,891 3,316 1,905 753 1,410

器具及び備品 79,388 6,047 18,062 67,373 53,871 4,071 13,501

土地 774,275 － 5,043 769,231 － － 769,231

 計 1,616,453 7,245 55,155 1,568,543 191,796 26,143 1,376,747

無形固定資産   

ソフトウェア 20,642 2,435 － 23,078 15,911 2,369 7,167

電話加入権 3,910 － － 3,910 － － 3,910

 計 24,553 2,435 － 26,989 15,911 2,369 11,078

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率（％） 返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 50,000 － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

 計 50,000 － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、390 株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗い替えによる取崩額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 385,500 － － 385,500

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (2,940,000) (    －) (    －) (2,940,000)

普通株式 （千円） 385,500 － － 385,500

計 （株） (2,940,000) (    －) (    －) (2,940,000)

計 （千円） 385,500 － － 385,500

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 385,796 － － 385,796

計 （千円） 385,796 － － 385,796

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 43,883 － － 43,883

（任意積立金）    

配当平均積立金 （千円） 23,000 － － 23,000

別途積立金（注）２ （千円） 1,547,500 90,000 － 1,637,500

計 （千円） 1,614,383 90,000 － 1,704,383

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 24,064 14,960 － 5,410 33,614

賞与引当金 23,751 31,563 23,751 － 31,563



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

  

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

（ロ）期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 3,217 

預金 

普通預金 512,266 

別段預金 230 

小計 512,496 

合計 515,714 

相手先 金額（千円）

（株）東京久栄 6,090 

合計 6,090 

期日別 金額（千円）

平成18年6月 6,090 

合計 6,090 



３）完成業務未収入金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ)完成業務未収入金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

４）未成業務支出金 

  

② 固定資産 

１）長期預金 

  

相手先 金額（千円）

国土交通省 306,390 

北海道開発局 44,427 

（財）砂防フロンティア整備推進機構 25,672 

東京都 22,732 

環境省 21,518 

その他 280,424 

合計 701,164 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

581,008 836,147 715,990 701,164 50.5 279.9 

区分 金額（千円）

労務費 210,055 

外注費 84,943 

経費 112,017 

合計 407,016 

区分 金額（千円）

定期預金 200,000 

合計 200,000 



③ 流動負債 

１）業務未払金 

  

２）未成業務受入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

（株）エコニクス 18,230 

ドリスジャパン（株） 12,400 

（有）エコシステム 11,457 

日本ミクニヤ（株） 10,080 

（株）ダイヤコンサルタント 10,027 

その他 83,520 

合計 145,715 

相手先 金額（千円）

新潟県 41,630 

環境省 33,120 

（株）クリーンテック 31,675 

（財）2005年日本国際博覧会協会 20,632 

独立行政法人緑資源機構 18,589 

その他 106,602 

合計 252,248 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
1,000株券 
10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（全国版）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

 第34期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株 式 会 社 プ レ ッ ク 研 究 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プレック研

究所の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プレック研

究所の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 村 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

株 式 会 社 プ レ ッ ク 研 究 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プレック研

究所の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プレック研

究所の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年６月２７日開催の定時株主総会において、本総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止するのに伴い、本総会までの在任期間に対応した役員退職慰労金を、各取締役及び監査役の退任時に支給する旨

の決議を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 村 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 
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